【申請様式2024－0】保健医療福祉分野のプライバシーマーク付与適格性審査申請チェック表

一般財団法人医療情報システム開発センター

プライバシーマーク付与認定審査室   御中

２０　　　年　　　月　　　日

保健医療福祉分野のプライバシーマーク
付与適格性審査申請チェック表
プライバシーマーク付与適格性審査申請にあたり、以下の必要書類が揃っていることを
確認して提出します。
なお、必要書類が揃っていない場合、返却されることに同意します。
　   申請事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

申請担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　       

１．必須でご提出いただく書類
（全てのチェック欄に「有」「○」もしくは「✔」が付いていることを提出前にご確認ください）
	チェック欄
	№
	申　請　書　類

	□　　　
	0
	【申請様式0 】プライバシーマーク付与適格性審査申請チェック表

	□　電子
	1
	【申請様式1 】プライバシーマーク付与適格性審査申請書（代表者印の捺印必須）

	□　電子
	2
	【申請様式2 】事業者概要

	□　電子
	3
	【申請様式3 】個人情報を取扱う業務の概要

	□　電子
	4
	【申請様式4 】すべての事業所の所在地及び業務内容

	□　電子
	5
	【申請様式5 】個人情報保護体制

	□　電子
	6
	【申請様式6 】個人情報保護マネジメントシステム文書の一覧

	□　電子
	7
	【申請様式7 】プライバシーマーク制度における要求事項との対応表

	□　電子
	8
	【申請様式8 】保健医療福祉関係処理について（代表者印の捺印必須）

	□　電子
	9
	【申請様式9 】（更新時のみ）前回適格決定時から変更のあった事業の報告

	· 　 
	10
	登記事項証明書（「履歴事項全部証明書」または「現在事項全部証明書」）等、申請事業者（法人）の実在を証する公的文書の写し（申請の日前３ヵ月以内の発行文書）

	· 　 
	11
	定款、寄付行為、その他これに準ずる規程類の写し

	·    
	12
	最新の個人情報保護マネジメントシステム文書一式の写し
（【申請様式6 】及び【申請様式7 】に記載の内部規定・様式のすべて、個人情報取得時に使用している通知・同意文書等の様式を含む。なお、様式は未記入で空欄のままの見本）

	·    
	13
	参照すべき法令、国が定める指針その他の規範の特定一覧表
いわゆる「法規制管理台帳」の写し

	·    
	14
	個人情報管理台帳の写し
（原則として全部門の「個人情報管理台帳」の写しを提出すること。量が膨大な場合は特定部門の「個人情報管理台帳」でも可）

	·    
	15
	リスク分析表の写し
（原則として全部門の「リスク分析表」の写しを提出すること。量が膨大な場合は特定部門の「リスク分析表」でも可）

	· 　 
	16
	情報システムの概要を示す資料（システム構成図、ネットワーク構成図等）の写し

	·    
	17
	教育計画書（直近の写し）

	·    
	18
	教育実施報告書の写し　　※注
（教育を実施したことが確認可能な記録等の運用記録や教材の写し、「理解度確認テスト」等の雛形）

	·    
	19
	内部監査計画書（直近の写し）

	·    
	20
	内部監査実施報告書の写し　　※注
（内部監査を実施したことが確認可能な記録等の直近の写し）

	·    
	21
	是正処置報告書（直近の写し）

	·    
	22
	マネジメントレビュー（事業者の代表者による見直し）の写し　　※注
（マネジメントレビューを実施したことが確認可能な記録等の直近の写し）


２．該当する場合にご提出いただく書類
	チェック欄
	№
	申　請　書　類

	·    
	23
	合併もしくは会社分割のその他の組織改編の手続き（前回の付与契約の締結後に、吸収合併、事業譲渡などがあったが、報告書を提出していない場合は必須）　※注　（更新時のみ）


３．任意でご提出いただく書類
	チェック欄
	№
	申　請　書　類

	· 　 
	24
	役員名簿

	·    
	25
	組織図（法人全体の組織を確認できる体制図）

	·    
	26
	会社パンフレット等


４．アンケート

（ 　　）該当する （　　 ）該当しない
	


５．EU域内に拠点を有している事業者より移転された個人情報を取り扱う事業者様への
アンケート

	（1） 貴組織は、自社の子会社や支店を含むEU域内の事業者から十分性認定に基づき、個人情報の提供　（移転）を受けていますか。
1 （　　）　提供を受けている。
2 （　　）　提供を受けていない。

	（2） 貴組織は、国内の他の事業者がEU域内の事業者から十分性認定に基づいて提供（移転）を受けた個人情報について、その国内の他の事業者から提供を受けていますか。
1 （　　）　提供を受けている。
2 （　　）　提供を受けていない

	（3） 上記（１）、（２）の各①に該当する場合、どのような個人情報を取り扱っていますか。
　　・（１）①に該当する場合：
　　・（２）①に該当する場合：


　
※注　記入上の注意

1. ＰＭＳ文書には、目次や見出しラベルを付けるなどの閲覧性を高める工夫をしてください。
2. A4縦の用紙を使用してください。
3. チェックリストの項目は変更せず、すべての必要書類について、有無をチェック欄に記入してください。
4. 申請様式１～９については、電子ファイル（Word形式またはExcel形式）でも提出してください。（必須）
5．申請様式１、８については、書類に代表者印を捺印のうえ、ご提出ください。（必須）
6．電子ファイルを入れる電子媒体はＦＤ、ＣＤ、ＭＯなどにしてください。
7．法人番号を有していない個人事業主等の場合は、登記事項証明書（「履歴事項全部証明書」または「現在事項全部証明書」）に代わる書類として、以下を提出してください。なお、定款に代わる書類の提出は必須ではありませんが、事業内容の分かる書類（会社案内等）がありましたら、提出してください。
　　　開業にあたって税務署に届け出た「開業届出書」のコピー
　　　開設にあたって管轄の保健所に届け出た「診療所開設届」のコピー

8．「定款の写し」については、法人の形態により「定款」が該当しない場合がございますので、以下の①～③をご確認のうえ、いずれかを提出してください。

①「定款」を提出していただく法人

株式会社、有限会社、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人等のような、定款の作成が
法により義務付けされている団体
②「寄付行為」を提出していただく法人

   　　　　財団である医療法人、学校法人及び私立学校法64条4項に基づく法人、財団である職業訓練法人のような、
寄付行為の作成が法により義務付けられている法人

③「団体の運営について定めた規程」を提出していただく法人

    　　　定款、寄付行為のどちらも作成が法により義務付けられていない団体

※当団体については、団体の運営を定める規程（多数決の原則が行われ、構成員の変更にも係らず団体そのものが存続し、代表の方法・総会の運営・財産の管理その他団体として主要な点を確立していること等を含む）を定款または寄付行為に替わるものといたします。
9. 教育実施記録は、各申請様式に記載があるように、“様式例”としての提示です。運用に際して本様式以外の帳票を使用している場合は、実際に運用している実施記録の写しを提出してください。
10．内部監査実施記録は、各申請様式に記載があるように、“様式例”としての提示です。運用に際して本様式以外の帳票を使用している場合は、実際に運用している実施記録の写しを提出してください。
11．マネジメントレビュー（事業者の代表者による見直し）実施記録は、各申請様式に記載があるように、“様式例”としての提示です。運用に際して本様式以外の帳票を使用している場合は、実際に運用している実施記録の写しを提出してください。
12．合併もしくは会社分割のその他の組織改編があった場合、別途、お手続きが必要となります。貴組織の合併・分社については、履歴事項全部証明書でご確認ください。報告書の様式につきましては、お問い合わせください。
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